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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第97期

第３四半期
連結累計期間

第98期
第３四半期
連結累計期間

第97期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高(営業収益) (百万円) 938,524 763,072 1,307,498

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 44,740 △25,451 30,092

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) 34,441 △14,983 14,564

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 36,564 △13,410 32,493

純資産額 (百万円) 664,443 628,678 660,346

総資産額 (百万円) 3,386,161 3,545,457 3,385,169

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) 95.59 △41.59 40.42

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 87.04 － 36.72

自己資本比率 (％) 19.5 17.7 19.4

回次
第97期

第３四半期
連結会計期間

第98期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) 0.37 △59.69

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載して

いない。

２ 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)、「収益認識に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日)及び当該会計基準等の適用等を踏まえて改正され

た「電気事業会計規則」(昭和40年６月15日通商産業省令第57号)(令和３年３月31日改正)を2021年度第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係

る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっている。詳細については、

「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(会計方針の変更等)」に記載している。

３ 第98期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

４ 売上高(営業収益)には、消費税等は含まれていない。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。
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当社グループを事業系統図によって示すと、次のとおりである。

[事業系統図]

持分法を適用していない非連結子会社・関連会社24社は、記載を省略している。

(注) 当第３四半期連結会計期間より、Energy Fiji Limitedが持分法適用関連会社となった。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)、「収益認識に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日)及び当該会計基準等の適用を踏まえて改正された「電気事業会

計規則」(昭和40年６月15日通商産業省令第57号)(令和３年３月31日改正)(以下、これらを「収益認識会計基準等」と

いう。)を2021年度第１四半期連結会計期間の期首から適用している。収益認識会計基準等の適用が財政状態及び経営

成績に与える影響の詳細については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(会計方針の変更等)

及び(セグメント情報等) セグメント情報 ２．報告セグメントの変更等に関する情報」に記載している。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第３四半期連結累計期間の売上高(営業収益)は、収益認識会計基準等の適用により、再生可能エネルギー固定

価格買取制度に係る収益の計上方法が変更になったことなどから、7,630億円と前年同四半期連結累計期間に比べ

1,754億円の減収となった。

営業損益は、燃料価格が年度当初から上昇を続け、当四半期にさらに高騰した結果、燃料費調整制度の期ずれ差

損が大幅に拡大したことなどから、269億円の損失となり、前年同四半期連結累計期間に比べ743億円の減益となっ

た。

支払利息などの営業外損益を加えた経常損益は254億円の損失となり、前年同四半期連結累計期間に比べ701億円

の減益となった。

渇水準備金を引き当て、法人税などを控除した結果、親会社株主に帰属する四半期純損益は149億円の純損失と

なり、前年同四半期連結累計期間に比べ494億円の減益となった。

前第３四半期

連結累計期間

(億円)

当第３四半期

連結累計期間

(億円)

差引

(億円)

増減率

(％)

売上高(営業収益) 9,385 7,630 △1,754 △18.7

営業利益又は営業損失(△) 473 △269 △743 －

経常利益又は経常損失(△) 447 △254 △701 －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)
344 △149 △494 －

セグメントの経営成績は次のとおりである。

○総合エネルギー事業

売上高(営業収益)は、収益認識会計基準等の適用により、再生可能エネルギー固定価格買取制度に係る収益の

計上方法が変更になったことなどから、7,014億円と前年同四半期連結累計期間に比べ1,550億円の減収となっ

た。

営業損益は、燃料価格が年度当初から上昇を続け、当四半期にさらに高騰した結果、燃料費調整制度の期ずれ

差損が大幅に拡大したことなどから、416億円の損失となり、前年同四半期連結累計期間に比べ702億円の減益と

なった。
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○送配電事業

売上高(営業収益)は、収益認識会計基準等の適用による減少はあったものの、再生可能エネルギーの買取が増

加したことによる販売電力料の増加などから、2,901億円と前年同四半期連結累計期間に比べ204億円の増収とな

った。

営業利益は、需給調整に係る費用の増加などから、117億円と前年同四半期連結累計期間に比べ49億円の減益と

なった。

○情報通信事業

売上高(営業収益)は、319億円と前年同四半期連結累計期間に比べ12億円の増収となった。

営業利益は、23億円と前年同四半期連結累計期間に比べ１億円の増益となった。

②財政状態

資産は、島根原子力発電所の安全対策工事や三隅発電所２号機建設工事の進捗により固定資産仮勘定が増加した

ことなどから、前連結会計年度末に比べ1,602億円増加し、３兆5,454億円となった。

負債は、有利子負債の増加などから、前連結会計年度末に比べ1,919億円増加し、２兆9,167億円となった。

純資産は、配当金の支払いなどから、前連結会計年度末に比べ316億円減少し、6,286億円となった。

この結果、自己資本比率は、17.7％となった。

(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はない。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、49億円である。

なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況について重要な変更はない。
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(4) 生産、受注及び販売の実績

当社及び連結子会社の業種は広範囲かつ多種多様であり、また、当社の電気事業が事業の大半を占めることか

ら、当社の電気事業の販売実績及び発受電実績についてのみ記載している。

①販売実績

種別
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

前年同四半期比
(％)

総販売電力量
(百万kWh)

小売販売電力量

電灯 11,319 10,818 95.6

電力 22,055 22,906 103.9

他社販売電力量 5,199 6,900 132.7

計 38,572 40,624 105.3

料金収入
(百万円)

電灯料 255,421 221,954 86.9

電力料 330,972 296,244 89.5

他社販売電力料 48,209 67,286 139.6

計 634,604 585,485 92.3

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。

２ 他社販売電力量及び他社販売電力料には、インバランス・調整電源に係る他社販売電力量及び他社販売電

力料を含んでいない。

３ 小売販売電力量には、自社用を含んでいない。

　

②発受電実績

種別
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

前年同四半期比
(％)

発受電
電力量

(百万kWh)

自社

水力発電電力量 2,515 2,741 109.0

火力発電電力量 20,235 21,285 105.2

原子力発電電力量 － － －

新エネルギー等
発電電力量

6 6 110.5

他社受電電力量 20,420 21,128 103.5

揚水発電所の揚水用電力量 △785 △797 101.5

合計 42,390 44,363 104.7

出水率(％) 97.3 108.2 －

(注) １ 他社受電電力量は、インバランス・調整電源に係る電力量を含んでおり、当第３四半期連結会計期間末日

現在で把握している電力量を記載している。

２ 揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。

３ 当第３四半期連結累計期間の出水率は、1990年度から2019年度までの30か年の第３四半期連結累計期間の

平均に対する比である。

４ 四捨五入の関係で合計と一致しない場合がある。

５ 2021年度第１四半期連結会計期間より、発受電電力量合計を総販売電力量に対応するように見直しており、

他社送電電力量は控除していない。なお、発受電電力量合計と総販売電力量の差は損失電力量等である。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　



― 7 ―

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 387,154,692 387,154,692
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株である。

計 387,154,692 387,154,692 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

　2021年10月１日～
　2021年12月31日

― 387,154,692 ― 197,024 ― 28,173

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
― ―普通株式

26,625,400

(相互保有株式)
― ―普通株式

1,278,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,578,772 ―
357,877,400

単元未満株式
普通株式

― 一単元(100株)未満の株式
1,373,492

発行済株式総数 387,154,692 ― ―

総株主の議決権 ― 3,578,772 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,600株含まれている。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数56個が含まれている。

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

中国電力株式会社 広島市中区小町４番33号 26,625,400 ― 26,625,400 6.88

(相互保有株式)

株式会社中電工
広島市中区小網町６番12
号

668,400 ― 668,400 0.17

中国地下工業株式会社
広島市安佐南区中筋三丁
目17番８号

40,000 ― 40,000 0.01

計 ― 27,333,800 ― 27,333,800 7.06

(注) １ 株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が200株ある。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めている。

２ 上記のほかに、日本マスタートラスト信託銀行株式会社が所有する信託業務に係る株式のうち、株式会社

中電工が議決権に係る指図の権利を留保している570,000株を含めて完全議決権株式(自己株式等)は、

27,903,800株である。

２ 【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠し、「電気事業会計規則」(昭和40年通商産業省令第57号)に準じて作成している。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

固定資産 3,088,915 3,171,680

電気事業固定資産 1,295,033 1,305,253

水力発電設備 101,244 101,190

汽力発電設備 164,153 159,571

原子力発電設備 98,084 94,561

送電設備 295,708 301,004

変電設備 154,803 161,151

配電設備 374,036 378,425

業務設備 88,114 91,299

休止設備 13,655 13,040

その他の電気事業固定資産 5,232 5,008

その他の固定資産 115,532 112,649

固定資産仮勘定 1,124,461 1,164,399

建設仮勘定及び除却仮勘定 1,105,524 1,145,462

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 18,936 18,936

核燃料 137,436 138,719

装荷核燃料及び加工中等核燃料 137,436 138,719

投資その他の資産 416,452 450,658

長期投資 149,939 149,990

退職給付に係る資産 62,206 62,809

繰延税金資産 56,148 65,525

その他 156,629 180,658

貸倒引当金（貸方） △8,470 △8,325

流動資産 296,254 373,777

現金及び預金 59,885 81,375

受取手形及び売掛金 136,763 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 95,248

棚卸資産 53,841 69,115

その他 49,230 128,672

貸倒引当金（貸方） △3,465 △634

合計 3,385,169 3,545,457
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債及び純資産の部

固定負債 2,047,993 2,204,894

社債 846,413 921,413

長期借入金 1,023,944 1,105,434

退職給付に係る負債 64,102 63,342

資産除去債務 96,018 97,016

繰延税金負債 65 303

その他 17,450 17,385

流動負債 676,029 710,898

1年以内に期限到来の固定負債 241,914 217,400

短期借入金 67,195 65,695

コマーシャル・ペーパー 90,000 195,000

支払手形及び買掛金 68,696 67,103

未払税金 20,975 6,799

災害復旧費用引当金 27 4

その他 187,219 158,895

特別法上の引当金 801 985

渇水準備引当金 801 985

負債合計 2,724,823 2,916,778

株主資本 638,646 605,534

資本金 197,024 197,024

資本剰余金 28,545 28,548

利益剰余金 451,942 418,837

自己株式 △38,866 △38,876

その他の包括利益累計額 18,548 20,399

その他有価証券評価差額金 10,312 9,265

繰延ヘッジ損益 2,771 3,834

為替換算調整勘定 △3,589 △290

退職給付に係る調整累計額 9,054 7,589

非支配株主持分 3,151 2,745

純資産合計 660,346 628,678

合計 3,385,169 3,545,457
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

営業収益 938,524 763,072

電気事業営業収益 838,110 643,656

その他事業営業収益 100,413 119,416

営業費用 891,169 790,070

電気事業営業費用 793,591 674,864

その他事業営業費用 97,578 115,206

営業利益又は営業損失（△） 47,354 △26,998

営業外収益 10,163 14,656

受取配当金 1,201 1,594

受取利息 43 8

持分法による投資利益 2,642 5,824

その他 6,276 7,228

営業外費用 12,778 13,109

支払利息 8,078 7,316

その他 4,699 5,793

四半期経常収益合計 948,688 777,729

四半期経常費用合計 903,948 803,180

経常利益又は経常損失（△） 44,740 △25,451

渇水準備金引当又は取崩し 44 184

渇水準備金引当 44 184

特別利益 － 3,040

貸倒引当金戻入額 － ※1 3,040

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

44,695 △22,595

法人税、住民税及び事業税 10,522 △8,653

法人税等調整額 △296 1,290

法人税等合計 10,226 △7,362

四半期純利益又は四半期純損失（△） 34,468 △15,232

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

27 △249

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

34,441 △14,983
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 34,468 △15,232

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,044 △842

繰延ヘッジ損益 471 131

為替換算調整勘定 △787 2,374

退職給付に係る調整額 1,892 △1,342

持分法適用会社に対する持分相当額 △525 1,501

その他の包括利益合計 2,095 1,822

四半期包括利益 36,564 △13,410

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 36,523 △13,132

非支配株主に係る四半期包括利益 40 △277
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

(持分法適用の範囲の重要な変更)

Energy Fiji Limitedは、新たに株式を取得したため、当第３四半期連結会計期間より、持分法適用の範囲に含

めている。
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(会計方針の変更等)

(会計方針の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

(収益認識に関する会計基準等及び改正電気事業会計規則の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)及

び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日)を第１四半期連結会

計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとなった。また、当該会計基準等の適用を踏まえて改正された

「電気事業会計規則」(昭和40年６月15日通商産業省令第57号)(令和３年３月31日改正)を第１四半期連結会計期間

の期首から適用し、従来、再生可能エネルギー固定価格買取制度のもとで、電気事業営業収益に計上していた再エ

ネ特措法賦課金及び再エネ特措法交付金について、再エネ特措法賦課金は第三者のために回収する額に相当するこ

とから電気事業営業収益に計上せず、再エネ特措法交付金は顧客との契約から生じる収益に相当しないことから電

気事業営業費用から控除することとなった。なお、電気事業営業収益のうち、電灯・電力料等に係る料金収入につ

いては、毎月の検針により決定した電力量に基づき収益計上(以下「検針日基準」という。)を行っているが、当該

取扱いについて「電気事業会計規則」の改正はないため、引き続き検針日基準に基づき収益計上している。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用している。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど

すべての収益の額を認識した契約に新たな会計方針を遡及適用していない。また、収益認識会計基準第86項また書

き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべての

契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首

の利益剰余金に加減している。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は272,323百万円、営業費用は272,315百万円、営業利益は８百

万円、それぞれ減少し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は３百万円、それぞれ増加している。また、利益

剰余金の当期首残高は108百万円減少している。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

ととした。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表

示方法により組替えを行っていない。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 2020

年３月31日)第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報を記載していない。

なお、セグメント情報及び１株当たり情報に与える影響については、それぞれ当該箇所に記載している。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。)、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日)、「金融商

品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日。以下「金融商品会計基準」という。)、「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日)、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」(企業会計基準第９号 2019年７月４日)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第14号 2020年３月31日)を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項

及び金融商品会計基準第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することとしている。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はない。
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(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

項目
当第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日　至 2021年12月31日)

税金費用の計算 　税引前四半期純利益に見積実効税率を乗じるなど簡便な方法により算定している。

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

(「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」の適用)

当社及び一部の国内連結子会社等は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目

については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応

報告第39号 2020年３月31日)第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第28号 2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の

税法の規定に基づいて計上する方法によっている。

(会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響に関する開示)

当第３四半期連結累計期間の小売販売電力量等への影響を勘案すると、現時点では、繰延税金資産の回収可能性

等の会計上の見積りに重要な影響を及ぼすことはないと判断している。

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

　保証債務

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

日本原燃株式会社 47,993百万円 44,583百万円

従業員〔提携住宅ローン〕 20,878百万円 18,870百万円

海田バイオマスパワー株式会社 13,875百万円 13,035百万円

エア・ウォーター＆エネルギア・パワー小名浜株式会社 12,850百万円 12,002百万円

エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山口株式会社 10,719百万円 9,527百万円

3B Power Sdn.Bhd. 9,089百万円 7,980百万円

Orchid Wind Power GmbH 5,252百万円 5,280百万円

水島エコワークス株式会社 3,915百万円 3,915百万円

水島エルエヌジー株式会社 2,894百万円 2,487百万円

Ｃ＆Ｃインベストメント株式会社 1,461百万円 2,281百万円

Jimah East Power Sdn.Bhd. 1,294百万円 1,508百万円

その他 193百万円 316百万円

計 130,418百万円 121,789百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 特別利益の内容

当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

2021年１月の卸電力市場価格の急騰によるインバランス料金単価の高騰に伴い、当該料金等の回収が一部困難と

なる可能性を考慮し、貸倒引当金を計上していたが、当第３四半期連結累計期間において当該料金等の一部を回収

したため、これに対応する貸倒引当金を取り崩している。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 62,368百万円 59,234百万円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 9,008 25.00 2020年３月31日 2020年６月26日

2020年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 9,008 25.00 2020年９月30日 2020年11月30日

　 (注)配当金の総額は、内部取引消去後

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 9,006 25.00 2021年３月31日 2021年６月28日

2021年10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 9,006 25.00 2021年９月30日 2021年11月30日

　 (注)配当金の総額は、内部取引消去後
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

総合
エネルギー

事業
送配電事業

情報通信
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 809,012 81,429 23,244 913,686 24,837 938,524 － 938,524

セグメント間の内部
売上高又は振替高

47,484 188,266 7,504 243,254 39,905 283,160 △283,160 －

計 856,496 269,695 30,749 1,156,941 64,743 1,221,685 △283,160 938,524

セグメント利益 28,644 16,686 2,207 47,538 661 48,199 △844 47,354

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない連結子会社である。

２ セグメント利益の調整額△844百万円は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

総合
エネルギー

事業
送配電事業

情報通信
事業

計

売上高

顧客との契約から生
じる収益

628,269 84,889 23,474 736,633 23,963 760,596 － 760,596

その他の収益 795 － 119 914 1,561 2,476 － 2,476

外部顧客への売上高 629,064 84,889 23,594 737,548 25,524 763,072 － 763,072

セグメント間の内部
売上高又は振替高

72,386 205,264 8,355 286,006 43,089 329,096 △329,096 －

計 701,451 290,154 31,949 1,023,555 68,613 1,092,169 △329,096 763,072

セグメント利益又は
損失(△)

△41,642 11,715 2,389 △27,537 1,625 △25,912 △1,085 △26,998

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない連結子会社である。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△1,085百万円は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

２．報告セグメントの変更等に関する情報

「注記事項(会計方針の変更等)」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適

用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメント等の利益又は損失の算定方法を同様に変更

した。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「総合エネルギー事業」の売上高は224,949

百万円、「送配電事業」の売上高は48,318百万円、それぞれ減少している。なお、「情報通信事業」及び「その

他」の売上高、各セグメントにおけるセグメント利益に与える影響は、それぞれ軽微である。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりである。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益又は
　 １株当たり四半期純損失(△)

95円59銭 △41円59銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)
(百万円)

34,441 △14,983

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(百万円)

34,441 △14,983

普通株式の期中平均株式数(株) 360,321,356 360,266,161

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 87円04銭 －

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額
(百万円)

△35 －

(うち支払利息(税額相当額控除後)(百万円)) (△32) (－)

(うち持分法適用関連会社の潜在株式による
影響額(百万円))

(△2) (－)

普通株式増加数(株) 34,989,503 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

(注)１ 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

２ 「注記事項(会計方針の変更等)」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基

準等を適用し、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従っている。

この結果、当第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は0円02銭増加している。

２ 【その他】

第98期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)中間配当については、2021年10月29日開催の取締役会において、

2021年９月30日現在の株主名簿に記録された最終の株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議した。

(1)配当金の総額 9,013百万円

(2)１株当たりの金額 25円

(3)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年２月９日

中国電力株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　広島事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 尾 﨑 更 三

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鬼 頭 潤 子

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 藤 顕 広

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中国電力株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中国電力株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長執行役員清水希茂は、当社の第98期第３四半期(自 2021年10月１日 至 2021年12月31日)の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


